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要　旨

　JICA草の根技術協力事業（パートナー型）に「モンゴル・ホブド県における地球環境変動に伴う大規模自然災害
への防災啓発プロジェクト」が2017年３月に採択され、同年10月から正式にスタートした。実施体制は、モンゴル側
はホブド非常事態局とモンゴル国立大学が実施機関となり、日本側は名古屋大学（減災連携研究センター）が実施機
関となり、防災教育コンテンツ作成等に関して放送大学が連携する、というものである。本稿では、モンゴルにおけ
るレジリエンスについて述べ、このプロジェクトの立ち上げの経緯、目的、計画、現地調査の結果について紹介し、
また今後の方向性について論じる。

ABSTRACT

　The JICA Partnership Program “Disaster awareness enlightenment project for large-scale natural disasters caused 
by global environmental change in Khovd Province, Mongolia” was adopted in March 2017 and officialiy started in 
October 2017. It was implemented by Nagoya University. The Open University of Japan collaborates in producing 
contents for the diffusion of disaster prevention and reduction. The Mongol side counterparts are primarily the 
Emergency Management Department of Khovd and the National University of Mongolia. This paper describes 
resilience in Mongolia, how and why the project was set up, its objectives and plans, results of the research we have 
conducted so far, and the projectʼs future direction.
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1　はじめに

1-1　  放送大学TV科目「レジリエンスの諸相―人類史
的視点からの挑戦」とJICAプロジェクト

　レジリエンスという概念は、もともと1970年代に、
主に心理学や生態学で使われ始めたようである。日本
では、2011年の東日本大震災以後、災害レジリエンス
の観点から重視されるようになった。
　レジリエンスは、今後の社会のありようを考えるう
えで重要な概念であろう。ただし、災害と関わる分野
に限っても、レジリエンスは人によって多様な意味合
いで使われている。そこで、レジリエンスについての
包括的な検討が必須であるとの考えに基づき、リスク
マネジメントを専攻する奈良が、放送大学の総合科目
としてTV科目「レジリエンスの諸相」を企画した。
稲村がその企画に賛同し、二人が主任講師となって
「レジリエンスの諸相―人類史的視点からの挑戦
（'18）」を制作することになった。そして、さしあた
り、レジリエンスを「逆境や危機に対応するための柔
軟な力」と定義し、それをキーワードとして時間と空
間を最大限に広げてヒトの特性を考える「ビッグ・ス
トーリー」を描いてみよう、ということになった。
　時間軸として、類人猿との比較、ヒトの進化、農耕
開始、古代文明盛衰の過程をたどって現代までを視野
に入れ、空間軸としては、遺伝子から、細菌叢、個の
心理、集団（社会）、地球環境レベルまで視野に入れ、
レジリエンス概念からヒトの特性を包括的に捕らえな
おし、現代社会が直面する課題と未来の方向性を探る
ための基盤を構想しようというものである9）。そして、
この科目の第１章（第１回）に、導入として、モンゴ
ル国立大学内に立ち上げた「レジリエンス共同研究セ
ンター」の実践活動を位置づけた10）。本稿では、その
中心的活動となる、名古屋大学が実施機関となり、放
送大学が協力して立ち上げた、JICAのプロジェクト
について論じたい。
　2016年度第２回JICA草の根技術協力事業（パート

ナー型）に、名古屋大学の鈴木康弘を代表とする「モ
ンゴル・ホブド県における地球環境変動に伴う大規模
自然災害への防災啓発プロジェクト」（以下「モンゴ
ル防災啓発」プロジェクト）11）が採択され、2017年10
月から正式にスタートした。実施体制は、モンゴル側
はホブド非常事態局とモンゴル国立大学が実施機関と
なり、ホブド県庁、ホブド大学が連携する。日本側は
名古屋大学（減災連携研究センター）が実施機関とな
り防災教育コンテンツ作成等に関して放送大学が連携
する、というものである12）。
　2016年度第１回募集においては、名古屋大学と放送
大学の共同事業体が「防災」と「遠隔教育」を２本柱
として申請をしたが、不採択となった。遠隔教育の整
備はモンゴル国にとって重要テーマであるが、「特定
地域社会のニーズに対応する」という「草の根」の事
業のフレームワークに適合しない、といった難点が指
摘されたため、「防災」に絞込んで名古屋大学単独で
応募し、放送大学がそれに連携するという実施体制を
とることで、採択に至ったという経緯がある。

1-2　‌�「モンゴル防災啓発」プロジェクトに至る研究と
実践の蓄積

　JICA草の根技術協力事業は実践を目的とするもの
であるが、こうしたプロジェクトは、長期にわたる研
究と実践の蓄積のうえに成り立つものである。またレ
ジリエンスのようなテーマは、実践の裏打ちがあって
こそ研究が意味を持つと考える。そこで、本論に入る
前に、プロジェクトの結成に至るまでの、筆者らのこ
れまでの実践についても紹介しておきたい。
　稲村は1978年以来、アンデス高地やチベット・ヒマ
ラヤ高地の牧畜民の研究を始め、1993年からモンゴル
の遊牧社会の研究にも携わり、現地の人々のサステイ
ナブル（持続的）かつレジリエントな暮らしを研究
し、体験してきた13）。自らは便利な近代の利器を享受
する矛盾は感じながらも、急激に変化する近代社会に
潜むリスクや病理（ストレス）に不安を抱くようにな
り、そのような実感に動かされて、様々な実践活動を
行ってきた。例えば、1980年代のペルーの経済破綻と

9）　放送大学印刷教材『レジリエンスの諸相―人類史的視点からの挑戦』（奈良・稲村編著2018）、及びその放送教材を参照されたい。
10）　  レジリエンスに関する文理融合共同研究の必要性を強く感じ、鈴木康弘を中心とし、2016年に「レジリエンス共同研究センター」
が、モンゴル国立大学（国際関係行政学部）と名古屋大学（減災連携研究センターおよび環境学研究科）の共同で設立された。
その設立の経緯と活動については、前稿（稲村・鈴木ほか2017）で紹介した。モンゴル国立大学側の代表スヘー・バトトルガ（国
際関係行政学部教授・学部長）は、稲村の前職である愛知県立大学に８年間在籍し、稲村のもとで学位を取得した。

11）　  2016年度第２回JICA草の根技術協力事業（パートナー型）には、全国で計18件が採択され、本件はJICA中部では唯一の採択と
なった。事業の概要については、＜https://www.jica.go.jp/partner/kusanone/partner/mon_12.html＞を参照されたい。

12）　  役割分担は以下の通りである。プロジェクトマネージャー：鈴木康弘（名古屋大学教授）、防災教育：稲村哲也（放送大学教授）、
プロジェクト・コーディネーター：石井祥子（名古屋大学研究員）、現地統括：Battulga（モンゴル国立大学教授）、現地副統括：
Ariunaa（モンゴル非常事態庁） 、放送番組作成アドバイザー：河合明宣（放送大学教授）、山田恒夫（放送大学教授）、奈良由
美子（放送大学教授）、高橋博文（放送大学専門員）。

13）　  これらの研究には、サントリー文化財団研究助成「市場経済化過程のモンゴル辺境部における社会変動と環境に関する学際的
研究」（1999年度　代表 稲村哲也）、科研費基盤研究（B）海外学術調査「アジアの山地・森・草原における環境をめぐる『地
方の知』と政策に関する人類学的研究」（2000～ 2001年度　代表稲村哲也）、基盤研究（B）海外学術調査「高地環境における
家畜と近縁野生種の生態と遺伝学的関係に関する学際的研究－中央アンデスを中心に－」（2005～ 2007年度　代表稲村哲也）、
基盤研究（A）海外学術調査「熱帯高地環境における家畜化・牧畜成立過程に関する学際的研究―アンデスを中心に」（2010～
2013年度　代表稲村哲也）等の助成を受けた。
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極左テロの勢力拡大のあとの1990年のフジモリ政権の
成立時には、ペルー日系社会と共同して貧困対策など
の現地支援活動に従事した。2007年のペルー海岸地域
で地震・津波の発生時にも、ちょうど現地に在住して
いたため、ペルーの民族芸能などを日本に紹介しつつ
支援金を募る活動なども行った14）。また、2008年の中
国四川省の大地震のとき、前職の愛知県立大学で立ち
上げた「多文化共生研究所」の活動として、協定校で
あった四川師範大学と共同して、現地を訪問し、様々
な支援活動を行った。このときの体験で、自然災害の
人為的な側面、社会や文化との関連を強く感じた。
　以上のような実践活動では、相互の交流、とくに文
化的交流を重視してきた。例えば、2010年に名古屋市
で生物多様性条約第10回会議が開催されたのを期に、
WIN-AINU（世界先住民族ネットワーク・アイヌ）、
朝日新聞名古屋本社と共同で「先住民族サミットinあ
いち」を開催した15）（稲村哲也2011）。このイベントで
は、先住民の人々と活動を共にしてその価値観を学ぶ
と共に、生物多様性と文化多様性の重要性を先住民社
会の立場からアピールすることを目的とした。
　2011年、東日本大震災と原発事故が発生し、私たち
は近代化された日本社会が災害に対して極めて脆弱で
あるという重い課題を突きつけられた（林良嗣・鈴木
康弘編2015、Hayashi et al，2015、鈴木， 2011， 2012， 
2013， 2015， Suzuki et al，2015など）。3.11以後、稲村
は、学生たちと現地でのボランティア活動に参加する
と共に、生物と文化の多様性の側面から「森と草原の
地球教室：親子で森の家や草原の家（ゲル）を建てる
イベント」など、レジリエンスを高める様々な実践的
活動も進めてきた16）（稲村2012）。
　2000年からモンゴルにおける活断層等の調査を実施
してきた鈴木は、モンゴルにおけるレジリエンスに関
する研究と実践的な活動を開始した。石井は、モンゴ
ル遊牧民やウランバートルのゲル地区などの研究に従
事するとともに（石井2012a，b、2014a，b、2015）、
名古屋大学とモンゴル国立大学の共同事業をサポート

してきた（石井、鈴木、稲村2015）。
　鈴木らのモンゴルにおける主な研究（石黒ほか，
2014など）は、1905年や1957年にM８クラスの地震
（ブルナイやゴビアルタイ地震など）を起こした活断
層や、1967年にウランバートルから400km西方で起き
たモゴド地震の活断層に関する地形地質調査のほか、
モンゴル非常事態庁と共同で行った災害調査などであ
る17）。そうした実践活動の拠点として立ち上げたのが、
モンゴル国立大学内に設置した「レジリエンス共同研
究センター」である18）。急激な経済成長を続けるモン
ゴルでは、自然災害、首都ウランバートルへの人口の
一極集中による重大なリスクなどに直面している（写
真１）。こうした問題の解決には現地の風土や民族固
有の文化・慣習を生かして取り組むこと必要があり、
研究センターはモンゴル人と日本人とが共同して研究
と人材育成を行うことをめざして設立したものであ
る19）。このセンターの中心的活動に、稲村が進めてき
たモンゴルにおける遠隔教育の基礎的研究を合わせる
ことにより、「モンゴル防災啓発」プロジェクトが構
想された。
　モンゴル非常事態庁との協力関係は、鈴木・石井お
よびバトトルガがバドラル長官と面会した2015年10月
から開始した。このとき長官から地震対策担当のセル
ジミャダクとゾド対策担当のアリョーナを紹介され
た。二人とも優秀な女性で、アリョーナは2016年10月
から鈴木を指導教員として名古屋大学のASC（アジ
ア・サテライトキャンパス）の博士課程に進学してい
る。2017年３月にはフレルスフ副首相（2017年10月に
は首相就任）が市民向けの地震防災ワークショップを
開催し、鈴木とバトトルガは2016年に起きた熊本地震
の教訓（鈴木ほか，2016）を含めて講演を行った。そ
の模様は非常事態庁がテレビ番組に収録し、３月22日
に全国放送され、その後も非常事態庁のホームページ
で配信されている。

　奈良は、阪神・淡路大震災が発生した当時、社会人

14）　  ペルー海岸地方で発生した地震・津波については、ペルー都市社会における脆弱性と古代アンデスや先住民社会のレジリエン
スとを対比した論稿を刊行した（稲村2015、inamura 2016など）

15）　  このイベントは、2008年の洞爺湖サミットで「環境・気候変動」などが議論された際に、WIN-AINUの主導で世界の先住民族
が集まり「先住民族が担ってきた環境保全、未来の環境保全にとっての先住民族の役割」などについて話し合ったこと（稲村
哲也2009）を引き継ぐ形で、第２回の先住民族サミットとして実施した（稲村2011）。

16）　  これらの様々な実践活動には、愛知県立大学理事長特別研究費「生物文化多様性・国際交流プロジェクト：森と草原の環境と文化」
（2011年度　代表稲村哲也）、GISPRI（財団法人地球産業文化研究所）愛・地球博理念継承事業助成「生物文化多様性・国際交
流プロジェクト：森と草原」2011年度　代表 稲村哲也）等の助成を受けた。

17）　  科研費の基盤研究（B）海外学術調査「モンゴルのプレート内最大級地震断層と活断層に関する変動地形学的研究」 （2006 ～
2008年度　代表鈴木康弘）、基盤研究（B）海外学術調査「ウランバートルの地震ハザード－活断層認定問題と1967年モゴド地
震の再評価－」（2016～ 2018年度　代表鈴木康弘）、文部科学省大学発グリーンイノベーション創出事業『グリーン・ネットワ
ーク・オブ・エクセレンス（GRENE）』の環境情報分野「環境情報技術を用いたレジリエントな国土のデザイン」（代表林良嗣）、
科研費・挑戦的萌芽研究「急成長モンゴルにおけるハザードとレジリエンスの評価と地域計画に関する国際共同研究」（代表鈴
木康弘）等による。

18）　  日本学術振興会二国間共同事業「社会レジリエンスの構築に資する日本・モンゴルの国際共同研究」（2016～ 2018年度　代表鈴
木康弘）等による。

19）　  放送大学教育振興会助成金「遊牧社会における遠隔教育の試行と研究―モンゴルを中心に」（H27～ 28年度　代表者稲村哲也）、
学術研究振興基金「山岳高所・遊牧地域における社会変容と遠隔教育の試行と研究－ブータンとモンゴルを中心に」（H28年度　
代表稲村哲也）の助成により遠隔教育に関する予備的研究を進めることができた。
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をへて博士後期課程の大学院生となっており、災害社
会学の研究チームのメンバーとして被災地での実態調
査を行った（奈良1996）。さらに2008年５月、四川大
地震の発生時には偶然滞在していた成都市で被災し、
その後も被災地を訪れ、住民の生活復旧・復興につい
て調査を行ってきた（奈良・任ほか2013）。そして
2011年３月に東日本大震災が発生すると、被災地での
フィールドワークを続けてきた。また、被災地におけ
る農業再建の一助となるべく、NPOとも協働してイ
チゴ株券支援システムを立ち上げるなど現地で活動し
てきた。その活動を通じて、地元には復旧するための
内発的な力や知恵（地域知、生活知）があふれている
こと、また、災害にどのように向かい合い、折り合い
をつけていくかは、その地で生きていくことそのもの
であるとの実感をあらたにした。その実感をもって、
放送大学での教材制作や全国大学生協連との協働によ
るプロジェクトなど、国内での防災を含めたリスクリ
テラシー向上の実践活動を続けてきた（Nara2013；
Nara2014；堀井・奈良2014；奈良2017）。2011年７月、
アジア学術会議において災害対応を議論するためにモ
ンゴルに滞在したとき、大草原で自然に抗うことなく
ゆったりと点在するゲルを見て、「究極の防災の姿だ」
と、そこから大きな示唆を得た（Nara 2011）。
　河合、山田、高橋は、ブータンにおいて、遠隔教育
の普及のための活動を実践してきた。ブータン王立大
学シェルブツェ・カレッジ（SC）と協定を結び、放
送大学の技術と経験の蓄積を活かし、ブータンでの公
開遠隔教育（ODL）システム構築に尽力してきた20）。
GNH（国民総幸福）、農村発展論などのコンテンツを
作成し、インターネットを利用したMOOCや補助教
材の共同制作・共同利用から、単位を認定する正規の
授業科目を目指している。この事業は、ブータンの地
方の人々が高等教育や生涯学習を受けられるようにな
るだけでなく、日本サイドの教材コンテンツやシステ
ムの向上にも資するものである（Kawai, et al. 2016）。
このほか、山田は、放送大学において総合科目「国際
ボランティアの世紀」（2014-2017年度、TV科目）の
講師を務めるほか、 国際ボランティア学会監事、
JICA短期派遣専門家（イラン、農業e-Learning）、
N P O法人 草の根国際協力研修プログラム
（GONGOVA、タイ北部）として、ICTを活用したボ
ランティア活動の在り方を研究してきた（山田2017）。

2　「モンゴル防災啓発」プロジェクト

2-1　モンゴルの現状とレジリエンス21）

　モンゴルの遊牧は極めてレジリエントな特性をもっ
ている。内陸性の生態系による乾燥と冬の厳しい寒さ

のため、農耕には不向きであり、動物を介さなければ
人が生存できない地域である。そのため、様々な工夫
をこらしてレジリエンスを確保しなければ、サステイ
ナブル（持続的）な生活が成り立たないということも
できる。遊牧民は、天候や草の状態に注意を払い、草
地の劣化をふせぐため、季節毎に移動する（写真２）。
また、五畜（ヒツジ、ヤギ、ウシ、ウマ、ラクダ）を
飼うこともレジリエンスとって重要である。家畜によ
って採食する草が異なるため、多種の家畜を飼うこと
で草原への負荷を減らすことができる。また、旱ばつ
やゾド（雪害・冷害）に襲われとき、単一の家畜に依
存すると一度にすべての家畜を失う恐れがあり、五畜
を飼うことは、それを回避するためでもある。
　また、遊牧民は、ホト・アイルという数家族のグル
ープで隣り合ってゲル（移動住居、テント）を建てて
共同し、天候と草の状況に応じて移動しつつ、ホト・
アイルを柔軟に離合集散させ、編成を変化させる（写
真３、４）。こうした移動性、柔軟性も、天候の激変
によるリスクに対応したレジリエンスであり、それが
あってこそ、長期的なサステイナビリティが実現す
る。対応力としてのレジリエンスと長期的な持続とい
う意味でのサステイナビリティは、このように表裏一
体をなしている。
　モンゴルは、1920年代の独立以後、社会主義の道を
たどってきたが、民主化と市場経済化によって、国民
は自由を享受することができるようになった22）。遊牧
民は、個人の家畜を自由に飼い、増やすことができる
ようになった。市場経済化直後は、遊牧は都市の失業
者の受け皿にもなった。また、先に述べたように、
「伝統」が復活し、遊牧社会のレジリエンスが再び確
保された。
　しかし一方では、市場経済化により、医療などの公
共サービスの多くが停止し、獣医、雪害対策など牧畜
に関する公共サービスも無くなった。とくに遠隔地で
は、電気、流通、情報の停止等により、生活のレベル
が著しく低下した。また、都市部で富裕層が出現する
一方、企業の倒産が続き、失業者、貧困が増加した。
こうした市場経済化直後の混乱が引き起こしたさまざ
まな問題により、遠隔地から都市への移住、特に首都
ウランバートルへの人口集中が進んだ。また、都市周
辺や幹線道路沿いへ遊牧民が集中し、都市周辺部の草
地の劣化も問題となってきた。
　また、これまではゲルの生活が地震にとってレジリ
エントであったため、地震による大きな被害がなかっ
たことから、地震に対する防災意識は極めて低く、耐
震性の低い高層ビルが乱立する状況にある。しかし、
2005年以降、無感地震が増加傾向にあり、2009年から
急増していることが、モンゴル国科学アカデミー地球

20）　  放送大学教育振興会助成（2013年度～ 15年度）「放送大学のODL（公開遠隔学習）経験移転を軸にしたブータン王立大学シェ
ルブツェ・カレッジ（SC）との国際交流プロジェクト」及び同助成（2016年～ 2018年度）「ブータン王立大学との国際交流協
定に基づくオンライン科目共同制作を通した放送大学教材のブータンへの普及・協力事業」による。

21）　詳しくは、＜石井、鈴木、稲村2015＞、＜稲村、スヘー・バトトルガ、石井ほか2017＞を参照されたい。
22）　社会主義から民主化、市場経済化への変化については＜石井、鈴木、稲村2015＞を参照されたい。
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物理学研究所地震研究部により発表されている。2015
年10月にはウランバートルで数回の有感地震が起こ
り、非常事態庁を中心に、地震防災を進める必要性が
訴えられている。

2-2　プロジェクトの計画
（1）　プロジェクトの必要性と目標
　モンゴルにおいては、地球環境変動の影響から伝統
的な災害対策が通用しないタイプの自然災害リスクが
高まっている。地球温暖化の影響は寒冷地モンゴルに
おいては複雑に現れ始めている。高山における氷河の
後退、永久凍土の縮小に加え、融雪期における大規模
な洪水は山麓地帯に住む遊牧民に大きな被害を与えて
いる。また夏季の干ばつと、その後の冬季のゾド（雪
害・冷害）も深刻化している。地球温暖化による環境
変化は今後さらに深刻化すると予測されている。さら
に過去の地震災害でもわかるように多くの活断層を抱
え、大規模地震の発生も懸念される。地球温暖化や地
殻変動は、なかなか実感しにくいが、これまでの経験
に基づく対策では限界があるため、まずは住民が我が
こととして捉え、災害対応行動を検討することが急務
となっている。
　モンゴル社会は自由化以降、国民のライフスタイル
に大きな変化が起きている。従来の遊牧文化は独特の
高い災害対応能力（レジリエンス）を有していたが、
定住化が進むことによる住環境・生活様式の変容によ
っても災害リスクが増大している。従来の経験に基づ
く防災では太刀打ちできない状況があり、気象災害や
地震災害に関して科学的でより正確な情報と深い知識
の普及が極めて重要になっている。これが実現しない
限り、地球環境変動に伴う大規模災害への備えはでき
ないと言っても過言ではない。また住民が災害発生を
我がこととして考え、自ら防災行動計画を立てられる
ことが重要である。モンゴル非常事態庁も国際的な防
災計画に積極的に参画し、同様の問題意識を強く持っ
ている。そのため本事業に対して積極的に取り組むこ
とを確約している。
　地方住民に対する知識供与は大きな課題である。地
方でもインターネットが普及し、遊牧民はソーラーパ
ネルとスマートフォンによる情報取得が可能となって
いるため、IT技術を活用した学習を充実させること
の有効性は高い。モンゴルでは高等教育を受ける機会
が首都等の都市に限られ、遊牧を営むとくに男子の就
学率が低いことが問題となっている。
　本プロジェクトの直接的な対象地域として、最遠隔
地のひとつであるモンゴル西部のホブド県を選定した
（図１）。この地域は、地球環境変動による大規模災害
のリスクが最も高い。将来的に非常事態庁とモンゴル
国立大学等がイニシアティブをとることによる全国展
開が可能になるよう、最も遠隔の地にあって防災普及
の難易度が高い地域の住民をとして設定した。
　そこで、本プロジェクトが目指す目標は、「ホブド
県において、ホブド非常事態局、ホブド県庁、大学

（モンゴル国立大学・ホブド大学）および地域リーダ
ーが連携して、防災啓発活動が継続して実施できる体
制が構築される」ことと定めた。また、この目標が達
成されることで、さらなる展開が期待される「上位目
標」（Overall Goal）として、「ホブド県の地域リーダ
ーから指導・助言を受けた地方住民が災害発生を我が
こととして理解し、災害対応力を高めるとともに、ホ
ブド地域の事例をパイロットとして、地方の非常事態
局が自治体や大学と連携した防災教育が全国的に展開
されるようになる」ことを設定した。
　また、本プロジェクトによってもたらされる具体的
な「アウトプット」は以下の３点である。

①ホブド非常事態局が地域リーダー（ソム長・バグ
長・ソーシャルワーカー等）向けの防災啓発活動をホ
ブド県庁及びモンゴル国立大学・ホブド大学等と連携
し、企画・実施できるようになる。
②ホブド非常事態局とモンゴル国立大学、ホブド大学
が連携し、ホブド地域の特性に見合う、ゾド・地震・
洪水等に対する防災教育コンテンツが作成される。
③ホブド県の地域リーダーが、防災啓発活動を通じて
地域の災害脆弱性と防災上の留意点を認識し、具体的
な防災行動を住民に対して指導・助言できるようにな
る。

図１　モンゴル地図とホブド県の位置

（2）対象地域の現状および住民が抱える課題
　2016年時点でモンゴルの人口は約306万人、そのう
ち138万人が首都ウランバートルに集中している。か
つては社会主義であったが、1990年に市場経済・民主
主義に変更になり、その後、首都への人口集中が加速
した。
　モンゴルの自然災害としては、雨季の少雨による旱
ばつ、そして、しばしば旱ばつに続く冬季のゾドが最
も警戒されている。ゾドは、正確な情報と十分な備え
がなければ、家畜が大量死するなど、遊牧民社会に深
刻な被害をもたらす。モンゴル気象・環境調査庁は毎
年秋にゾド予測地図を作成・公表して、ゾドに備える
対策を遊牧民に促している。しかし現状ではその地図
の活用法が十分に住民に伝えられていない。この地図
の作成には、本プロジェクトに参加する篠田雅人（名
古屋大学教授）が10年以上関わっている。
　また、近年は、局所的な降雨による都市や定住村の
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稿の全執筆者）が、８月１日から12日までモンゴルで
の現地調査を実施し23）、そのうち７日から10日までホ
ブドを訪問した。JICAからも佐藤邦子氏 （JICA中部
国際センター連携推進課）、吉野聡美氏（JICAモンゴ
ル事務所）が同行した。以下はこの現地調査の概要で
ある。

（1）　NEMA副長官との会談
　鈴木と石井が副長官バトトグトフ氏に会見し、ホブ
ド県とNEMAホブド支部についての説明を受けた。
冒頭で、ホブド県を対象地域としたことに対し、「非
常にいい選択であり、事前調査でよく知った上で選ば
れた地域だ。モンゴル総理大臣事務局にも報告し、支
援すると言われた。このプロジェクトにNEMAは全
面的に協力する。」との言葉を受けた。ホブド県の選
択が適切であることの理由としては、以下の諸点が挙
げられた。

①ホブドはモンゴル西部の中心地域であり、災害に関
して、NEMAホブド支部が西部の5つの県をまとめる
役割を与えられている24）。
②西部地域は、地球変動により影響を受けている。ア
ルタイ山脈を擁する高山地帯であり、ゾドや洪水の影
響を受けやすく、地震も起こりやすい地域である。
③西部地域には、モンゴルの主要民族（ハルハ系モン
ゴル人）のほかに様々な民族がいて多様な文化があ
る。
④ホブド県知事は非常事態の時に政府機関や会社など
に指示できる特別の権利をもっている。
⑤畜産・農業・海外投資による鉱山が経済の中心であ
り、政府がホブドを中心に経済の持続的発展の方針を
立てている。

　上記の①から③は、筆者らが事前に把握し、ホブド
を対象地域として選別した理由と合致したものであっ
た。副長官からは、さらに、NEMA支部の活動内容
が変わり、市、ソム（県の下の行政単位）、バグ（ソ
ムの下位区分である地区）、住民、警察、国境警備等
とも連携していくこと、各ソム・バグに、公務員と住
民で構成される、非常事態時のためのUNITがあり、
それへの適切な指導をすることもNEMA支部の活動
に入っていること、などの説明を受けた（写真８）。
　さらに、「NEMAホブド支部の力を利用すれば、他
県からも含め、150人超のバグ長を集めることができ
る。そうした動員力を活用してほしい。」との提案や、
「災害研究所や大学とのコンタクトもNEMAからでき
る。幅広い人材を関わらせる協力をしたい。」と、幅
広い機関と人材の連携の提言を受けた。こうした提言
をふまえ、私たちはホブドでの諸機関との連携の準備
を整えた。

洪水の被害も起こり始めている。情報不足、災害に対
する住民の意識の低さ、地域住民間の連携の希薄さが
被害を大きくしたため、こうした問題解決に対して地
元自治体の関心も高い。経験知での対応が困難な災害
に対して取り組むには、非常事態庁のみならず高等教
育機関との連携が不可欠である。
　さらに、モンゴルでは1900～1960年代までにM７以
上の地震が４回起こり、そのうち３回はM８を超え
た。活断層も全国各地にあり、モンゴルは地震国であ
る。これまでの遊牧生活においては、住居のゲルがき
わめてレジリエントであり、地震が起こっても物的、
人的な被害がほとんどなかったこと、また首都周辺で
は有感地震が少なかったことから、地震に対する防災
意識は極めて低く、現在、ウランバートルへの人口集
中と急激な近代化、経済成長に伴い、耐震性の低い高
層ビルが乱立する状況にある。そのような中で2015年
10月にウランバートルで数回の有感地震が起こり、非
常事態庁を中心に、地震防災を急遽進める必要性が高
まっている。2017年は、1957年ゴビアルタイ地震
（M8.1）から60年、1967年モゴド地震（M7.0）から50
年の節目の年に当たるため、名古屋大学とモンゴル非
常事態庁は、共同で「モンゴル防災啓発」プロジェク
トを実施した。
　以上の状況の中で、首都における防災の重要性は言
うまでもないが、国土の大半を占める地方における本
格的な防災の啓発と防災行動の指導が重要であり、本
プロジェクトはその道筋を明らかにするものである。
　1990年以降、急激な市場経済化・近代化、首都ウラ
ンバートルへの人口集中と共に、経済発展も進んだ
が、教育、情報、福利など、あらゆる面で中央と地方
の格差が広がっている。地方の遊牧社会では、社会主
義時代には国家や組合によって徹底されていた災害対
策の保障がなくなり、ゾド等の自然災害に対する脆弱
性は極めて高くなっている。ひとたび災害に遭うと、
住民は家畜を失い、生活の糧を求めて首都へ出るしか
ない。
　本事業が対象とするホブド地域は、そうした遊牧民
社会の地方拠点である。ホブドは、モンゴル西部のア
ルタイ山岳地域に位置する（写真５）。中央との距離
が最も遠いだけでなく、この地域は山岳地域に位置す
るため、ゾド（雪害・冷害）、風水害のリスクが非常
に高い地域である。また、この地域は、イスラムを信
仰するマイノリティのカザフ民族など、モンゴルで最
も多様な少数民族が居住する地域である（写真６、
７）。そのため、中央政府からの情報が届きにくい状
況にある。

2-3　 NEMA（非常事態庁）等との共同
　JICA草の根事業の最終的な契約締結の前段階の調
査・事前調整として、本プロジェクトのメンバー（本

23）　日本からの出発の日程は、８月１日以降、メンバーによって異なったが、帰国日程は全員が12日であった。
24）　副長官は、ホブド県には、さらに、７～８の県をまとめる力をつけるため、今後設備投資などをする予定であることを付け加えた。
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合をもち、その日は、学長から夕食会に招待された。
学長は、モスクワでPh.Dを取得し、大阪大学でも教
育工学を学んだ経験をもつ女性である。
　ホブド大学は、1979年に創立され、学生数は約3000
人で、学生寮に約500人を収容できる。約50人の教員
がいて、スタッフは約250人である。社会・人文、科
学技術、言語・文化、化学の専門がある。防災コンテ
ンツの制作などにおいて、全面的に協力関係を持つこ
とを相互に確認し、大学の情報関連の教室や情報シス
テムを視察し、技術的な設備・備品の確認を行った
（後述）。

　ホブド県庁では、接客用の大きなゲルで、県知事と
会合をもった（写真11）。会議を終えてゲルに入って
きた県知事と顔を合わせた瞬間、知事から「イナム
ラ」と呼ばれて驚いた。知事には、1994年、及びその
数年後、筆者（稲村）がモンゴル西部地域の現地調査
のためにホブドを訪問した際にお世話になった。知事
は車の提供と現地ガイドを引き受け、親しいカザフ民
族の家族を紹介をしていただき、その家族のゲルで数
日を一緒に過ごしたビジネスマンであった25）。
　その後、なごやかに知事との間で意見交換を行っ
た。以下は、ホブドにおける防災意識の現状等に関す
る概要である。

① 防災意識に関するアンケートや聞き取り調査をし
たことはない。
②避難訓練の勉強会は、公務員、学校、病院、県庁ス
タッフ向けには行われているが、一般市民に向けての
勉強会はない。
③学校における防災教育では、青年レスキュー隊が24
の各学校から生徒を選び、知識を伝え、それをさらに
他の生徒に伝えるという事業を行った。
④地震は頻発するわけではないので、無関係だと思っ
ている人が多く、防災意識を高めることが必要であ
る。
⑤全てのソム長を集める機会は年に１、２回である。
このプロジェクトにそれを活用することができる。

　ホブド市は行政的にはジャルガラント・ソムに対応
する。同ソムには、様々な生活・安全保障関係のユニ
ットがあり、県庁の講堂にそのメンバーが集合してく
れていた。私たちは、プロジェクトについて説明した
あと、各ユニットから自己紹介を受けた。獣医のユニ
ット（30名のメンバーが参加していた）のほか、ソー
シャルワーカー、道路監査、ホブド県赤十字、家畜・
動物・伝染調査センター、上下水道処理場、気象庁な
どの各ユニットが参加していた。
　以上のように、ホブドでの現地調査は、短期間の訪
問によるものではあったが、主要な機関との会合によ

　また、副長官から、2020年に国会議員の選挙に伴い
地方行政の選挙も行われ、その際に公務員の異動があ
り、県知事・ソム長・バグ長が変わることに留意して
ほしい旨、また、選挙が近づくと、選挙の宣伝活動が
禁止されているので、ソム長を招集することも禁止さ
れているのでその点も留意してほしい旨の助言を受け
た。

（2）　NEMA（非常事態庁）ホブド支部所長との会見
　本稿の筆者全員が、ホブドに行き、まずNEMAホ
ブド支部所長と会見し、ホブド県及びホブド支部の概
要、災害等について説明を受け、質疑応答を行った
（写真９）。また、ホブド支部所長とはホブド訪問の最
後にモンゴル恒例の「飲み会」等で、親しく意見交換
を行った（写真10）。以下は、その概要である。

　ホブド地域に人が住み始めて400年近い歴史がある。
ホブド県は1931年に設立され、面積は７万6100km2あ
り、ウランバートルから1425kmの位置にある。17の
ソムがあり、91のバグがある。21700世帯が居住して
いる。アルタイ山脈や湖、草原、砂漠と、多様な地理
的特徴を持つ。また、多様な民族と文化をもつ地域で
ある。
　2004年に災害の法律ができ、災害と救急などが合併
してNEMA支部が作られた。2011年に、ホブド県の
ほか、モンゴル西部のバヤンウルギー、オブス、ゴビ
アルタイ、バヤンホンゴルの各県をまとめるようにな
り、NEMAホブド支局のスタッフは現在133人である。
他に、災害時に特別に活動する組織としては、県特別
委員会24人、防災ユニット96人、専門ユニット360人
などがある。
　西部は災害が多く起きる土地であり、以下の順に、
災害が深刻である。1）山火事、住宅火災（自然災害
よりも人工的な火災が多い）、2）洪水、地震、雷、3）
ゾド（雪害・冷害）。2017年は山火事が２回起きた。
洪水・水害で６人が犠牲になった。家畜の感染病も大
きな問題である。湖があるので、インドから渡り鳥が
くるため、家畜に感染する。
　今後のプロジェクトで、モデルとして特定のソム、
バグを選ぶとしたら、洪水、ゾドなど、どのような災
害に対応するかで選んだらよい。
　2017年に新たな法律ができ、これまでは専門の人の
みが防災に関わっていたが、新しくボランティア・チ
ームが加わるようになった。今後は各県にボランティ
ア・チームができることになり、その点も考慮すると
よい。

（3）　ホブド大学学長及びホブド県知事との会合
　ホブド大学を訪問し、学長（文化人類学を専攻）及
び副学長２名（物理学専攻、及び歴史経済専攻）と会

25）　  1993年の当時は、モンゴルが1990年に社会主義から民主化・市場経済化へと移行して間もない時期で、海外に門戸を開いた直
後であったため、外国人が地元の住民を訪れることも少なかった。そのため、知事に強い印象が残っていたようである。
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　今後の体制として、ソムでの防災対策グループを整
えていきたいが、すでにボルガン・ソムに整備され、
次にマンハン・ソムに作る予定である。その担当者
は、ソムにいながらNEMAホブド支部の職員と同じ
扱いになるとのことであった。
　ホブド地域の災害の特徴について、次の点が指摘さ
れた。ゾドは冬の１～２月に発生し、毎年起きるソム
がある。（雪解けの）洪水は４～７月に発生する。特
に11のソムで洪水やゾドのリスクが高い。乾燥による
火災のリクスも高い。地震については、ドート・ソム
（ホブド市から南へ160キロ）に大規模な地震断層があ
る。地震当時には４メートルの崖ができた。
　災害の資料については、データは収集されるが、分
析はなされていない様子であった。ハザードマップの
作成を大変喜んでいた。
　今後の計画について、24時間以内に全ソム長に連絡
できるシステムがあるのでそれを利用するとよい旨、
また、毎年12月に全ソム長・バグ長が集まる機会があ
るため、その機会にプロジェクトの説明と研修会等を
行って欲しいとの提案があった。
　毎年３月に全国的に行われる「防災の日」では、小
中学校で非常ベルをならして校舎の外に出る程度の訓
練しか行っていないとの説明があり、これからは少し
ずつレベルを上げていきたいので、非常事態局職員に
向けて、災害に関する高度な研修を行って欲しいとの
要望があった。
　その他、今後の装備として、災害時の撮影にドロー
ンが有効であること、研修室を準備したのでプロジェ
クターを設置することなどを検討した。

（3）  ホブド市長（ジャルガラント・ソム長）ガンダン
ポブロン氏との会見

　ホブド市は行政的には17のソムの一つであるジャル
ガラント・ソムに対応する。ホブドの市長（ソム長）
と会見し、ホブド市の現状の説明を受け、意見交換を
行った（写真12）。
　ホブド人口は約４万人で、約9700世帯である。統計
では約２万人だが、 登録のない住民が約２万人い
る26）。
 面積は８平方キロメートルで、災害リスクの高い地
域である。ホブド市では、ゾドの脅威は少ないが、洪
水の被害が大きく、60年代以降、数回大規模な洪水が
起こった。市の中心に大きな２つの川が流れていて、
今後も洪水の危険がある。2030年までの都市計画に洪
水対策を入れ、貯水池の計画を今年から始めた27）。
　地震は、震度７の揺れが予想されているため、５階
以上の建物を建てることを禁止している。地震に強い
街にするため、分散型の街を作ろうとしている。
　市民の防災意識については、市民への研修会が必要

って、NEMAホブド支部に加えて、行政、大学等と
の連携の大きな足がかりを得ることができた。また、
各専門ユニット等の住民グループとの接触ができ、婦
人会の存在についても知り、多様な住民グループとの
連携の可能性を確認することができた。こうした現地
との相互交流・相互理解は、今後のプロジェクトの遂
行にとって極めて重要な第一歩であった。

3　  現地事情の把握―プロジェクト正式発足後
の現地調査の開始

3-1　現地（ホブド県、ホブド市）の状況
（1）　プロジェクト正式発足後の現地調査の目的
　JICAプロジェクトの正式発足後の初の現地調査・
相手方との交渉のため、2017年10月29日～ 11月７日、
鈴木と石井がモンゴルに赴き、石井とバトトルガはホ
ブドを訪問した。ホブド訪問の所期の目的は以下の点
であった。

①連携体制・チームの構築：NEMAホブド支部を中
心に、関連機関としっかり話し合い、連携体制を強固
にし、関係者の連絡先を確認しメールでの連絡網を整
える。
②災害に関する資料（いつどこのソムで何が起きた
か）の収集：８月のホブド訪問で依頼をしたものを確
認し、次回訪問（12月を予定）までの資料収集を再度
依頼する。
③「防災の日」の活用について：今後、毎年３月に実
施される「防災の日」における防災イベントを提案す
るための予備調査を行う。まず、ホブドで防災の日に
これまで何をやってきたかを調査する。
④モデル地域（重点地域）とするソムの選定のための
調査：ソムの地図を入手し、地理学研究所のエンフタ
イワン氏と協議する。今後、災害の地図と、定住区、
牧民の冬営地（固定住居と家畜囲いがある）、草刈場、
家畜の移動ルートなどを、合わせて考える必要があ
る。地域と民族により災害状況・対応が異なるかも調
査項目に含める。

（2）NEMAホブド支部所長との会見
　11月２日にNEMAホブド支部所長と会談し、「この
ように長期間のプロジェクトが短期間で正式契約に至
ったことに大変驚き、喜んでいる」との言葉があり、
以下の３名がプロジェクト担当として紹介された。

・ネルグイ （男性）　非常事態局防災企画準備担当高
等専門家　非常事態特別委員会の長
・ダワージャルガル（女性）　研修担当
・バータルソフ（男性）非常事態局副局長　研修担当

26）　国レベルの首都一極集中とともに、地方レベルでも都市（県中心）への集中が進行している。
27）　  2030年までの都市計画を策定したのは全国でホブド市だけで、計画では、人工の貯水池を３箇所作り、洪水が市内に入らない
ように防ぐという。
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（3）　マンハン・ソム：ソム長及び防災担当者と会見
　人口4200人、1010世帯。バグは６つ。ザハチン民族
が98％、ザハチンのほかトルゴート、オールド、ウリ
ヤンハイ、ハルハなどが居住している（写真14、15、
16）。36万頭の家畜をもち、ホブド県で第一位である。
標高は1200～ 3200m。洪水のリスクが高い。ゴルワ
ン・ツェンヘルに雪が多く降り、山から雪解けの洪水
が起きる。２年前から雨が多く、ツェンヘル川が氾濫
し、大きな洪水が起こり、水に囲まれて孤立した。こ
の２年で、災害というものを意識し始めた。ハル・オ
ス湖は周辺に潅木が生えていて、それが乾燥して火災
になる。春と秋が危険である。地震の揺れは時々ある
が、大きな地震の危険がこの地域にあるかどうかは知
らない。家畜が多いので、牧草地が足りず、草原の状
態が良くない方向に向かっている。湖があり、山もあ
る特徴的な自然環境なので、家畜の移動範囲が狭い。
ゾドは1980年と2001年、2007年に起きた。地面の温度
はマイナス60度になり、気象局で測れないほど寒くな
る。この地域はマイナス46～ 47度まで下がるのが普
通である。夏は40度まで気温が上昇する。今年は旱ば
つで草が良くないので、冬にゾドの被害が出る可能性
が高い。

4 コンテンツ制作に向けた技術面の現状

4-1　現地の通信事情29）

＜インターネット＞
　モバイルインターネット市場中心に加入者数が急速
に伸びている。人口300万人強の国ながら2015年６月
末現在の加入者総数はインターネット・ブロードバン
ド加入者数で212万1,900に上り、さらにそのうち携帯
電話の高速通信網であるGPRS ／ EDGE／ ３G／
EVDOによるアクセスが全体の90％を占め、スマート
フォン市場が更なる広がりを見せている（2015年６月
末時点）。

＜地上デジタル放送＞
　日本の地上デジタル放送は2003年から導入され、
2011 年に完全移行した。モンゴルでも同様に地上デ
ジタル放送への切り替えが行われ、DVB-T2 方式を
用いた地上デジタル放送は、試験放送を経て、2014年
７月31日より本放送が開始された。
　なお、 モンゴルはアナログ放送時代にPAL・
SECAM 方式を採用し、日本のNTSC 方式とは異な
り、動画やDVD の形式が異なる（画角とフレームレ
ートが異なる、720×525 25P等）。
　地上放送のデジタル化により、日本と同様、従来の
アナログ放送用テレビからの切り替えが必要となっ

だが、2017年の経済悪化により資金不足のため、市民
には防災教育がなく、災害に関する知識と意識が低
い。今後のプロジェクトの活動については、災害が起
きた時に動くグループがあり、ホブド市は避難場所も
決まっている。ジャルガラント・ソムに12のバグ（地
区）があり、31人の市民代表がいる。市民代表に実習
や研修を行いたい。教育コンテンツの提案もしていき
たい。防災はみんなのことであり、可能性を広げた
い、という28）。

3-2　ホブド県の地方の現状―各ソムでの会見
（1）　ミャンガド・ソム：ソム長との会見
　人口3645人、901世帯。カザフ民族の35世帯（約140
人）が、農業をしていて、ほとんどはボヤント・ソム
に住んでいるが、ミャンガド・ソムに登録している。
32万4000頭の家畜がいる。北のオブス県と接し、ホブ
ド川が120キロ流れていて、水害が多い。ホブド川は
３メートルの深さがあり、川に落ちると、底の泥に引
き込まれてしまう。川が凍る時期に事故が多い。バヤ
ンホショー湖の近くで冬営地のあるところは、洪水や
火災がある。バヤンボラグ・バグでゾドがひどい。雪
が山の方でよく降る上、山には草がなくなってしまう
からである。また、2016～2017年は、家畜の病気で大
変だった。
　３つのレンガ工場があり、250人～300人が働いてい
る。近くのソムやバヤンウルギー県に販売している。
４～11月に稼働し、冬は稼働しない。
　ソーシャルワーカーは各ソムに３人（中心部１人、
学校１人、病院１人）いる。普段は市民に向けて様々
な仕事をし、災害時は精神的なケアを行う。災害時、
ソム長は全体を管理し、ソムのリーダーは中心部の災
害を担当する。各ソムに女性協会もある。

（2）ボヤント・ソム：副ソム長と会見
　人口3670人、800世帯。家畜は19万3000頭。５つの
バグがある。人口の25％がカザフ民族で、トゥバ民族
が５％である。カザフはイスラム教徒で、モスクが２
つある（写真13）。ゾドは深刻ではない。県の牧畜用
の草の70％を担当している。火災と洪水が起きる。火
災は人為的なものもあるが、乾燥や雷によって起きる
こともある。冬に雪がたくさん降ると、春に洪水にな
る。寒暖の差が激しいため、その洪水が凍り、暖かく
なるとまた洪水になり、また冷えて凍るというプロセ
スを繰り返す。
　４～10月まで農業ができ、250世帯が野菜を作って
いる。ジャガイモのチップスを作る工場と、小麦粉を
作る工場を新しく作ったが、まだ稼働していない。

28）　  京都大学の博士課程を出た女性（オユンチメグ）が市長の下で働いていることもあり、市当局の意識が高く、非常に協力的で
あった。

29）　  「総務省世界通信事情」を参照。
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Telecom とTaihan Electronic Wireの合弁企業だった
Skytel が1999年に市場に参入し、CDMA方式による
サービスを提供している。Skyte lは2009年６月に
UMTS/CDMAの融合を実現する商業UMTS 網の展開
のためにZTEと契約した。同社は、中国のZTEのソ
フトウェア無線技術を利用して、HSPA サービスや将
来的にはLTEの展開ができるようになった。このほ
かに、2006年にはUnitelがGSM網によるサービスを開
始し、2 0 0 7年には、CDMA網の免許を取得した
G-Mobileがサービスを開始した。Unitel は2008年12
月に３G免許も取得しウランバートルで３Gサービス
を開始し、2009年８月にはHSDPA への対応を開始し
ている。一方のG-MobileはCDMA2000 1xEVDOを導
入しており、2009 年までにすべての地方施設を結ぶ
３G網を構築した。
　2015年６月現在、４社の加入者総数は約480万で、
シェア別では、G-Mobileが9.6％、Skytelが25.6％、
Mobicomが33.1％、Unitel は31.7％となっている。ま
た、プリペイド・ユーザは全体の89％を占めている。

＜新成長サービス＞
　IPTV：2013年末現在、３社に対してIPTV免許を
発行した。このうちの１社は移動体 通信事業者Unitel
の子会社Univisionである。同社のサービスは月額
9,900MNTで、95チャンネル（16のHDチャンネルを
含む）に加え、ビデオ・オン・デマンド（VoD）やタ
イムシフトといった付加価値サービスも含んでいる。
首都ウランバートルをはじめ複数の主要都市で展開さ
れている。また、トリプルプレイ・サービス（１本の
回線で、インターネット接続、固定電話、映像配信
（有料テレビ）の３つのサービスを提供するサービス）
には、IPTVのほか、10Mbpsまでのインターネット・
サービスとVoIPサービスが含まれている。2015年６
月末現在の加入世帯数は15万5,089である。また、サ
ービスの内訳では、IPTVのみの加入が１万1,355、
IPTV＋VoIP が6,606、PTV＋VoIP＋Internetのトリ
プルプレイ・サービス加入が13万7,128となっている。
　デジタル・マルチメディア放送（DMB）：ウランバ
ートルで 2013年12月から韓国が開発した移動体や携
帯端末向けのマルチメディア放送として、地上DMB 
の本放送が開始された。サービス提供事業者はUB 
DMB と移動体通信市場第２位のUnitel である。また、
４か月間無料チャンネルとして提供の後、2014年上半
期から五つのチャンネルを追加した有料サービスに転
換した。

4-2　  モンゴル国立大学、ホブド大学との共同による
コンテンツ制作に向けて

（1）　モンゴルでの撮影関係機器の調達
　上述のとおり、モンゴル国内では地上デジタル放
送・衛星放送コンテンツ配信を包含したインターネッ
ト接続（ケーブル接続、移動体通信）インフラが急速
に整備されつつある。首都ウランバートル及び地方都

た。デパートで販売されているテレビやホテル内テレ
ビは地デジ放送用のもので、アナログテレビ放送受信
機は見当たらない。モンゴル国営放送（MNB）が
MNB-TVとMN２-TV の２チャンネルを運営し、全
国向けに年間6,400時間の総合番組を制作・放送して
いるほか、中国のCCTV-９、NHK、米国、フランス、
ドイツ、ロシアなどの番組も中継している。視聴者は
およそ180万に達している。Bolovsrol Channel TV が、
児童・青少年向け教育チャンネルとして、2007年に２
番目の公共放送局を開局した。また、TV９、MNチ
ャンネル25、TV５、UBS TVが全国放送をしている。

＜衛星放送＞
　外国の衛星放送の受信は自由で、地上テレビ局を含
め、計16局が全国向けに番組配信を実施している。こ
のうち、MNPT がインテルサット704衛星を利用して
全国の放送局に番組配信を行っており、直接受信も可
能である。なお、外国の衛星放送の受信は自由であ
る。 外国の衛星放送では、 １日24時間サービスの
NHKワールドTVとNHKワールド・ プレミアム、
CNN、香港のスター（STAR）等が放送されている。
2008年に政府はDTHによる多チャンネル放送サービ
スの導入を決定し、地球局への免許付与を行った。同
年７月には、APSTAR 衛星のKuバンドを用いた20チ
ャンネルの衛星放送サービスが可能な容量を持つ地球
局の運用がDDish により開始され、国内向け衛星放
送サービスが開始された。2015年６月末、加入世帯数
は30万324に達した。

＜ケーブルテレビ＞
　1997年にSupervision が初のケーブルテレビ・サー
ビスを開始しており、2013年末現在はMNPTのほか、
Sansar、Hiimor など77のケーブルテレビ事業者がサ
ービスを提供している。同軸ケーブル以外に、光ファ
イバや Unshie lded Twisted Pair（UTP）、 無線 
MMDC（Multi-Media DigitalCommunication）も利
用されている。2015年６月末現在の加入世帯数は５万
2,027であるが、年々減少している。

＜スマートフォンによるテレビ視聴＞
　Univisionのアプリにより、スマートフォンでテレ
ビ放送を視聴することが可能である。Univisionのデ
ジタル・マルチメディア放送（DMB）は、日本のワ
ンセグ放送に該当する移動体・携帯端末向けマルチメ
ディア放送として、地上DMBの本放送を、2013年12
月から開始した。サービス提供事業者はUB DMBと
移動体通信市場第２位のUnitelである。

＜移動体通信＞
　移動体通信市場は政府の介入により、競争が進展し
ている。1996年に住友商事（44.4％出資）とKDDI
（44.4％出資）の合弁企業としてMobicomがGSM方式
でサービスの提供を開始した。 また、 韓国のSK 

70



モンゴルにおけるレジリエンスの研究と実践－ JICA草の根技術協力事業（パートナー型）の開始

（3）　ホブド大学における情報関連の現状
　ホブド大学の情報担当教員からの説明によると、１
室20台程度のPCルームが３室あり、Windows７の
DELL OPTIPLEX380のPCを主に使用し、映像編集ソ
フトとしてEDIUS、After effectの使用方法を教えて
おり、DTP用にInDesignの使用方法を教えていると
のことであった（写真18）。PCルームの１室には、韓
国の援助機関KOICAから供与されたPC機器が設置さ
れていた。
　今後の地方都市での映像教材制作体制として、ホブ
ド県ではホブド大学の教職員、CG・映像編集を学習
した学生の協力を得られる可能性が高いことがわかっ
た。

5　おわりに

　モンゴルの遊牧社会は、自然の変化に合わせる、多
様性、柔軟性、移動性の高い、レジリエントな暮らし
を維持してきたが、一方で、近年の急激な人口集中と
都市化（とくに高層ビルの乱立）によって、ウランバ
ートルをはじめとする都市部は、リスクの高いバルネ
ラブル（脆弱な）な状況にある。社会的な側面から見
ても、強固な相互扶助のネットワークをもつ遊牧社会
と、他人同士が暮らす都市での共同性の弱さとのコン
トラストも大きい。
　数千年の人類社会の変化がこの数十年で起こってい
るかのようであり、モンゴルの状況を見ることで、
「レジリエンス」が何かということに大いに気づかさ
れる。さらに、そうした観点から日本の状況を振り返
ると、モンゴルよりもずっと深刻な日本社会のリスク
や脆弱性も見えてくる。そして、度重なる大災害によ
り、科学技術による防災への限界を痛感し、真のレジ
リエンスを模索しているのが日本の現状である。
　このような観点から、私たち日本人がモンゴルから
学ぶことは多い。モンゴルと日本とが共同した学際的
な研究、そして、住民と行政と大学とが連携した超域
的な実践の意義は大きい。双方の学び合いによって得
られたものを、両社会に活かしていくことは重要であ
る。
　阪神・淡路大震災、東日本大震災のような大きな災
害を経験し、災害のリスクが極めて高いと言われてい
る日本でさえ、「大災害は自分には起こらない」とか
「災害対策は誰かがやってくれる」と思っているひと
が少なくない。また、防災に熱心に取り組むけれどそ
れが長続きしないことが多い。そのようななか、防災
で大事なことは、まずは主体的であること、災害への
備えが当たり前になっていること、しかも、それが無
理なくできていることである。したがって、普段から
人とつながっていて、平常時に行う活動と防災活動と
が資源兼用できるようにすることが大切であろう。例
えばお祭りのように、地域のひとが楽しむイベントを
企画して、そこに防災の要素を入れるといったような
手法は有効である。このような考え方をモンゴルで試

市ホブドにおいて、人々のコミュニケーションツール
の主役は既にPC・スマートフォンに移行していると
思われ、コンテンツ制作においては地域住民によるイ
ンターネット動画配信を想定して撮影関係機器調達を
検討する。
　今回の防災啓発プロジェクトの主役はモンゴルの地
方都市で生活する住民である。プロジェクト実施後
は、モンゴル国立大学がホブド大学をはじめとする地
方大学の情報発信のハブとなり、地方大学の有する
ICT機能を活かして地域住民が自ら情報発信を行う仕
組みを構築することが重要であると考える。地域住民
が自ら情報発信するために必要となるコンテンツを自
ら制作し、編集し、発信できる仕組みを構築するた
め、地域住民の目線で現実的にコンテンツ制作ができ
る必要十分な撮影関係機器の調達を検討する。

＜ビデオカメラ＞
デパートではSONYやCANONの高級モデルが販売さ
れており、価格は日本の量販店よりも割高である。近
年、４Kクラスのビデオカメラが民生品で発売されて
おり、廉価でありつつも高機能で電力消費が少なく、
取り扱いしやすい機種が出てきている。冬には寒冷地
となるモンゴルの地域住民がそのまま撮影操作できる
機種が望ましい。プロジェクター機能を有したビデオ
カメラも現地で市販されており、地域住民が撮影・編
集した防災啓発映像をテレビモニターがなくてもゲル
の中でプレゼンテーションすることも可能となる。

＜スマートフォンのビデオカメラ機能＞
デパートではZENFONE2、ZENFONE2MAX、
ZENFONE GOなど、日本では１年前に発表されたモ
デルが販売されていたが、このクラスのスマートフォ
ンでもビデオカメラ機能はフルHD のビデオ撮影が可
能である。価格としてビデオカメラよりも少し廉価で
あり、地域住民もスマートフォンの操作には慣れてい
る場合もあるため、スマートフォンを撮影機器として
使用する可能性も十分に考えられる。

（2）　モンゴル国立大学のスタジオ
　モンゴル国立大学のスタジオでは、主に学生募集プ
ロモーション映像、学内イベント映像、大学紹介映像
などを制作しており、特に学生募集の映像をテレビで
放送することもある（写真17）。編集スタッフは常勤
１名体制で、CG・映像関係の教員１名がサポートに
入ることもある。
　撮影機器としてはSONYのXDCAMビデオカメラを
使用し、 記録メディアは高速読み書きSDカード
（64GB、95MB/s）を使用している。編集機器として
はWINDOWS7 のPC で、 編集ソフトウェアは
EDIUS、AfterEffectを使用している。画像編集には
Photoshop、Illustratorを使用している。
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ろう。いずれにしても、私たちメンバー自身が、日本
での事例の蓄積を把握する必要があり、今後、防災活
動の実績をもつNPOとの連携も必要となるだろう。
　モンゴルの初等教育は、 社会主義時代（1924～
1989）に、ソム・センター（郡の中心、定住区）での
寄宿制学校によって徹底されたため、モンゴルにおけ
る識字率は高い。しかしながら、高等教育は首都もし
くは主要都市に限られ、遊牧地域（地方）の住民は置
き去りにされてきた。防災・減災と生活安定、社会の
安全保障のためには、正しい知識の普及、正確な情報
の相互交流、そのための教育が不可欠である。中央と
地方遊牧社会とを結ぶITを利用した教育システムの
普及への期待は極めて高い。防災啓発をベースとし
た、インターネットによる教育・啓発が成功すれば、
遠隔教育そのものの普及にも寄与することができる。
それは、地方の活性化、ひいては首都への人口一極集
中を抑制することにもつながる。それは、モンゴル全
体の防災、安全保障にも、フィードバックして、望ま
しい効果をもたらすはずである。
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行するのは重要であろう。
　すでに述べたように、モンゴルと日本の共同の成果
はすでにいくつか具体化されている。2017年３月に、
当時、（防災担当の副首相だった）フレルスフ首相が
主催した地震防災シンポジウムが全国放送された（写
真19～ 24）。そのシンポで、筆者（鈴木）は、日本の
災害について伝え、モンゴルの活断層の現状を述べ、
また地震のメカニズムについての学術的な内容をモン
ゴルの方々に紹介した。筆者（バトトルガ）は、日本
で熊本や神戸の視察したときの状況を報告し、モンゴ
ルにおける不測の事態に備えることを訴えた。
NEMA長官はもちろんのこと、現在の首相も災害へ
の対策を非常に重視しており、このシンポジウムで、
大学で防災の授業を義務づけることを発表した。

　プロジェクトの発足に向けてのJICA事務所との度
重なる会合や、NEMAをはじめとする現地機関との
会見等を踏まえて、私たちは、プロジェクトの実施の
方向性について議論した。以下にその概要をまとめて
おきたい。
　JICAプロジェクトの具体的な目的は、①防災啓発
コンテンツの制作と②防災行動の導入と定着である。
モンゴルで最も遠隔地で、災害頻度のたかい、モンゴ
ル西部地域の中心であるホブドで、実験的モデル的に
この目的を実現することで、そののちに全国に拡大す
ることが期待できる。そのためには、①に関しては、
放送大学の技術のノウハウを、NEMA、モンゴル国
立大学、ホブド大学等とできる限り共有することが重
要である。コンテンツ制作に関しては、現地の人々が
できるだけ多く参加することが望ましい。その方法と
しては、映像のなかに現地の人々に登場してもらうこ
とも一つの方法である。防災意識の普及は、質が高く
多くの人の興味を引くコンテンツを制作することと共
に、その普及のシステムを構築することも重要であ
る。そのためのよりよい方法は、今後、現地の行政関
係者や地方のソーシャルワーカーなどの中間指導者層
に、我がこととして理解してもらうことがまず重要で
ある。そのためには、現地に何度も足を運び、現地事
情を把握するとともに、人々と直接向きあって、相互
理解を高めていくことが重要である。
　防災啓発コンテンツを実質的に有効なレベルに高め
るためには、②の防災行動との連動が重要である。い
つくるかわからない災害に備える防災行動を定着させ
ることは容易ではない。日本における成功例を紹介す
ることが重要であり、それは、日常的なコミュニティ
作りの活動と連動させることが効果的であるし、コミ
ュニティ作りそのものが日常の生活の向上にも意義を
もち、災害時にも力を発揮する。
　本プロジェクトは、国際交流という側面も持つ。国
際交流は、住民の関心を高める効果があるので、それ
を有効に活用することも重要である。児童による防災
ポスターや防災カルタの制作のコンテストを実施する
ことなど、文化交流の要素をもった活動は効果的であ
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写真 1　 ウランバートル中心部。高層ビルが次々と建
設されている。

写真 2　 モンゴル西部の遊牧地域。背後にアルタイ山
系が見える。ヤクが放牧されている。

写真 3　ゲルの組み立て（骨組みを建てている）

写真 4　ゲルの組み立て（完成）

写真 5　少数民族カザフのゲルと家畜

写真６　少数民族カザフの家族（ゲルの内部）

写真 7　 ホブド地方の遊牧民。山が迫っている地形は
ホブド独特

写真 8　ホブド市の景観
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モンゴルにおけるレジリエンスの研究と実践－ JICA草の根技術協力事業（パートナー型）の開始

写真 9　NEMAホブド支部を訪問

写真 10　 NEMAホブド支部のメンバーとホブド市を
背景に。

写真 11　ホブド県庁でホブド県知事と会見

写真 12　ホブド市長と会見

写真 13　 ホブド県のボヤント・ソムのモスク。カザ
フ住民はイスラム教徒

写真 14　ホブド県のマンハン・ソムの岩絵

写真 15　ホブド川と川岸。春に氾濫することがある。

写真 16　 湖や川の岸に群生する灌木。乾燥すると火
災の原因となる。
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写真 18　 ホブド大学の PC環境：PC：Windows７，
OPTIPLEX380
映像編集ソフト：EDIUS、After effect、
DTP：InDesign

写真 19　 左右に 10メートル近く動いたゴビアルタイ
断層（写真提供：杉戸信彦）

写真 20　 1957年のゴビアルタイ地震の地震断層を調
査しているモンゴル人研究者（写真提供：
NEMA）

写真 17　モンゴル国立大学のスタジオ環境

写真 22　 テレビ番組で、訪日時の熊本や神戸での見
聞から防災を訴える筆者（バトトルガ）

写真 23　 NEMAバドラル長官の司会で行なわれた地
震防災公開シンポジウム

写真 24　 防災の重要性を述べるフレルスフ首相（2017
年３月当時副首相）：モンゴル国立大学にて

写真 21　 テレビ番組で日本の地震災害を紹介し、モ
ンゴルでの防災を訴える筆者（鈴木康弘）
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